
Business Labor Trend 2008.9

63

海外労働事情

相
対
的
貧
困
率
は
一
三
％

報
告
書
の
相
対
的
貧
困
率
の
定
義
は
、
所

得
分
布
の
中
央
値
の
六
〇
％
未
満
の
人
が
全

人
口
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。
今
回
の
報
告

で
は
、
貧
困
層
は
手
取
り
所
得
が
月
額
七
八

一
ユ
ー
ロ
未
満
の
単
身
者
お
よ
び
月
額
一
六

四
〇
ユ
ー
ロ
未
満
の
四
人
家
族
世
帯
、
ま
た
、

富
裕
層
に
属
す
る
の
は
、
手
取
り
所
得
が
月

額
三
二
六
八
ユ
ー
ロ
以
上
の
単
身
者
、
月
額

六
八
六
三
ユ
ー
ロ
以
上
の
四
人
家
族
世
帯

（
所
得
分
布
の
中
央
値
の
二
〇
〇
以
上
の
層
）

と
さ
れ
て
い
る
。

報
告
書
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
五
年
の
ド
イ

ツ
の
相
対
的
貧
困
率
（
一
三
％
）
は
Ｅ
Ｕ
諸

国
平
均
（
一
六
％
）
を
若
干
下
回
っ
て
い
る

が
、
公
的
所
得
移
転
（
失
業
給
付
Ⅱ
、
社
会

扶
助
、
児
童
手
当
、
住
宅
手
当
等
）
前
の
貧

困
率
（
二
六
％
）
は
Ｅ
Ｕ
諸
国
平
均
と
同
数

値
と
な
っ
て
お
り
（
図
１
）、
社
会
給
付
に

よ
る
再
分
配
効
果
が
Ｅ
Ｕ
平

均
よ
り
高
い
こ
と
が
わ
か
る
。

男
女
別
で
は
、
男
性
（
一

二
％
）よ
り
女
性（
一
三
％
）

が
や
や
高
く
、
年
齢
別
で
は

一
六
〜
二
四
歳
層（
一
五
％
）

が
最
も
高
い（
表
１
）。
ま
た
、

児
童
（
一
五
歳
未
満
）
の
貧

困
率
は
一
二
％
で
、
公
的
所

得
移
転
前
の
場
合
三
三
％
を

上
回
る
と
の
推
計
だ
。
就
業

状
況
別
で
は
、
当
然
な
が
ら

失
業
者
が
最
も
高
く
（
四
三

％
）、
い
わ
ゆ
る
「
ワ
ー
キ

ン
グ
プ
ア（
働
く
貧
困
層
）」

の
割
合
は
六
％
に
過
ぎ
な
い
。

扶
養
児
童
を
伴
う
世
帯
別
で

み
る
と
、夫
婦
世
帯（
九
％
）

に
比
し
て
一
人
親
世
帯
（
二
四
％
）
の
貧
困

率
が
圧
倒
的
に
高
い
。
東
西
の
格
差
は
縮
小

し
つ
つ
あ
り
、旧
西
ド
イ
ツ
地
域
（
一
二
％
）、

旧
東
ド
イ
ツ
地
域
（
一
五
％
）
と
な
っ
て
い

る
。時

系
列
比
較
で
み
る
と
、
二
〇
〇
五
年
の

貧
困
率
は
二
〇
〇
三
年
時
点
（
一
四
％
）
よ

り
一
％
低
下
し
て
お
り
、
属
性
別
で
も
五
〇

歳
以
上
層
、
失
業
者
、
年
金
生
活
者
、
扶
養

児
童
を
伴
う
夫
婦
世
帯
で
貧
困
率
の
若
干
の

上
昇
が
み
ら
れ
た
に
過
ぎ
ず
、
全
体
と
し
て

格
差
が
縮
小
傾
向
に
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い

る
。
ち
な
み
に
、
富
裕
層
の
割
合
は
単
身
者

の
み
で
八
・
八
％
と
公
表
さ
れ
て
い
る
。

従
来
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
で
は
貧
困

率
は
上
昇

こ
う
し
た
結
果
を
受
け
、
報
告
書
は
「
社

会
福
祉
国
家
ド
イ
ツ
は
依
然
と
し
て
機
能
し

て
い
る
」
と
強
調
し
、「
失
業
給
付
Ⅱ
、
社
会

扶
助
、
住
宅
手
当
、
家
族
給
付
な
ど
の
社
会

給
付
に
よ
り
貧
困
率
が
半
減
し
、
Ｅ
Ｕ
平
均

を
下
回
っ
た
」
と
評
価
。
そ
の
う
え
で
、「
今

後
の
貧
困
対
策
の
鍵
は
、
教
育
や
雇
用
の
向

上
を
通
じ
た
社
会
参
加
の
機
会
の
拡
大
に
あ

る
」
と
分
析
し
て
い
る
。

し
か
し
、
二
〇
〇
一
年
、
二
〇
〇
五
年
に

政
府
が
公
表
し
た
第
一
次
、
第
二
次
の
報
告

書（
１
）
で
は
、
今
回
活
用
さ
れ
た
Ｅ
Ｕ
統
計

（
Ｅ
Ｕ―

Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
）
で
は
な
く
、
ド
イ
ツ

経
済
研
究
所
（
Ｄ
Ｉ
Ｗ
）
が
管
理
運
営
す
る

社
会
経
済
パ
ネ
ル
（
Ｓ
Ｏ
Ｅ
Ｐ
）
に
基
づ
い

た
貧
困
率
を
公
表
し
て
き
た
。
こ
れ
に
つ
い

て
政
府
は
、
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
の
国
際
比
較
を

可
能
と
す
る
た
め
異
な
る
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
を

活
用
し
た
と
説
明
し
て
い
る
。
だ
が
、
Ｓ
Ｏ

Ｅ
Ｐ
に
基
づ
く
二
〇
〇
五
年
時
点
の
貧
困
率

　フォーカス

　

連
邦
内
閣
は
六
月
二
五
日
、「
ド
イ
ツ
の
生

活
状
況―

―

第
三
次
貧
困
・
富
裕
報
告
書
」

を
閣
議
決
定
し
た
。
前
シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
政
権

の
実
施
し
た
労
働
市
場
改
革
の
評
価
と
今
後

の
政
策
方
向
、
当
面
の
政
策
課
題
で
あ
る
最

低
賃
金
関
連
法
を
め
ぐ
る
議
論
な
ど
が
絡
ん

で
、
最
終
報
告
書
に
至
る
ま
で
に
修
正
を
三

回
も
重
ね
る
ほ
ど
難
航
し
、
公
表
に
よ
う
や

く
漕
ぎ
着
け
た
。
報
告
書
に
よ
れ
ば
、
二
〇

〇
五
年
の
貧
困
率
は
一
三
％
で
、
二
〇
〇
三

年
時
点
よ
り
も
低
下
し
て
い
る
。
し
か
し
、

従
来
の
デ
ー
タ
ソ
ー
ス
で
は
貧
困
率
が
上
昇

す
る
た
め
、
デ
ー
タ
の
あ
り
か
た
も
含
め
て

論
争
が
展
開
さ
れ
た
経
過
が
あ
り
、
報
告
書

発
表
後
も
「
貧
困
と
格
差
」
を
め
ぐ
る
議
論

は
収
ま
り
そ
う
も
な
い
。
日
本
と
同
様
、
ド

イ
ツ
で
も
「
貧
困
と
格
差
」
が
い
ま
や
社
会

問
題
の
焦
点
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
浮
き
彫

り
に
し
た
と
い
え
そ
う
だ

ドイツで貧困と格差めぐり議論が沸騰――
「第三次貧困・富裕報告書」を閣議決定
ドイツで貧困と格差めぐり議論が沸騰――
「第三次貧困・富裕報告書」を閣議決定
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図１　EU諸国の相対的貧困率（2005年）：EU-SILC

資料出所： Tabell A.1, Lebenslagen in Deutschland- Der 3. Armuts-und 
Reichtumsgericht der Bundesregierung.

注： EU-SILC: The European Union Statistics on Income and Living 
Conditions.
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（
一
八
％
）
は
二
〇
〇
三
年
（
一
六
％
）
よ

り
上
昇
し
て
お
り
、
貧
困
層
が
増
加
し
、
格

差
の
拡
大
傾
向
が
続
い
て
い
る
こ
と
を
示
し

て
い
る
（
表
２
）。

児
童
の
貧
困
率
を
み
る
と
両
者
の
数
値
の

乖
離
は
さ
ら
に
顕
著
で
、
Ｓ
Ｏ
Ｅ
Ｐ
で
は
二

六
％
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
Ｅ
Ｕ―

Ｓ
Ｉ
Ｌ

Ｃ
で
は
一
二
％
に
過
ぎ
ず
、
時
系
列
の
推
移

で
も
、
Ｓ
Ｏ
Ｅ
Ｐ
で
は
二
〇
〇
三
〜
〇
五
年

に
児
童
の
貧
困
率
が
三
％
上
昇
し
て
い
る
が
、

Ｅ
Ｕ
統
計
で
は
三
％
低
下
し
て
い
る
。
一
人

親
世
帯
に
つ
い
て
も
同
様
で
、
Ｓ
Ｏ
Ｅ
Ｐ
が

示
す
数
値
で
は
過
去
七
年
間
三
六
％
前
後
で

推
移
し
て
い
る
が
、
Ｅ
Ｕ
デ
ー
タ
に
よ
れ
ば

二
〇
〇
五
年
の
貧
困
率
（
二
四
％
）
は
、
二

〇
〇
三
年
に
比
し
て
一
一
％
低
下
し
て
い
る
。

ま
た
、「
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア（
働
く
貧
困
層
）」

の
割
合
も
、
Ｓ
Ｏ
Ｅ
Ｐ
の
数
値
で
は
Ｅ
Ｕ
統

計
の
倍
（
一
二
％
）
に
及
ん
で
い
る
。

最
低
賃
金
関
連
法
も
影
響
し
、

三
度
の
修
正
も

統
計
の
選
択
が
議
論
の
俎
上
に
の
ぼ
っ
た

の
は
、
貧
困
の
実
態
把
握
が
今
後
の
政
治
の

方
向
を
左
右
し
か
ね
な
い
か
ら
だ
。
例
え
ば
、

最
低
賃
金
関
連
法（
２
）
の
あ
り
方
を
め
ぐ
る

論
争
に
影
響
し
、
二
〇
〇
五
年
一
月
に
シ
ュ

レ
ー
ダ
ー
政
権
が
導
入
し
た
ハ
ル
ツ
Ⅳ
法

（
３
）
の
政
策
評
価
に
も
関
係
す
る
。
そ
の
た

め
、
報
告
を
ま
と
め
る
に
あ
た
っ
て
、
議
論

は
紛
糾
し
、
閣
議
決
定
に
至
る
ま
で
三
度
に

わ
た
る
修
正
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。

シ
ュ
ル
ツ
労
働
社
会
相
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
が
五

月
に
提
出
し
た
報
告
原
案
は
、
連
立
内
閣
内

部
で
の
対
立
を
呼
ん
だ
。
連
立
内
閣
が
原
案

当
初
か
ら
合
意
し
て
い
た
の
は
、
①
格
差
是

正
策
と
し
て
の
公
的
所
得
移
転
効
果
、②「
社

会
福
祉
国
家
は
機
能
し
て
い
る
」
と
の
分
析
、

③
教
育
と
雇
用
の
拡
大
が
貧
困
対
策
の
鍵―

―

と
い
っ
た
方
向
性
で
、
今
回
の
最
終
案
で

も
維
持
さ
れ
て
い
る
。
だ
が
、
と
り
わ
け
最

低
賃
金
論
争
に
関
連
す
る
記
述
部
分
に
つ
い

て
、
経
済
省
が
数
々
の
修
正
を
要
求
。
グ
ロ

ー
ス
経
済
相
は
二
〇
〇
八
年
の
社
会
の
現
実

は
デ
ー
タ
の
根
拠
と
な
っ
た
二
〇
〇
五
年
よ

り
改
善
さ
れ
て
い
る
点
を
強
調
し
、「
社
会
国

家
の
功
績
を
積
極
的
に
評
価
せ
ず
、
社
会
を

あ
ま
り
に
暗
い
イ
メ
ー
ジ
で

描
い
て
い
る
」
と
コ
メ
ン
ト
。

原
案
の
「
フ
ェ
ア
な
労
働
条

件
や
適
正
な
生
活
賃
金
は
十

分
な
社
会
保
障
の
前
提
だ
。

最
低
賃
金
は
貧
困
撲
滅
の
確

実
な
手
段
だ
」
と
の
記
述
を

断
固
と
し
て
拒
否
し
た
。

経
済
省
と
の
事
前
調
整
を

尽
く
し
た
今
回
の
報
告
に
つ

い
て
シ
ュ
ル
ツ
労
働
社
会
相

は
、「
原
案
の
本
質
部
分
は
変

更
さ
れ
て
い
な
い
」
と
強
調

し
た
が
、
最
賃
に
関
す
る
記

述
が
「
業
種
別
最
低
賃
金
は

適
正
な
最
低
労
働
条
件
の
確

保
に
貢
献
し
得
る
」
と
や
や

表
現
が
緩
和
さ
れ
た
ほ
か
、

政
府
が
低
賃
金
セ
ク
タ
ー
の

膨
張
に
「
大
き
な
懸
念
」
を

抱
い
て
い
る
と
い
う
文
言
や
、

「
社
会
給
付
を
受
け
ざ
る
を

得
な
い
状
況
を
強
い
ら
れ
る

フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
」
が
貧
困

撲
滅
の
鍵
で
あ
る
と
い
う
文

言
な
ど
が
削
除
さ
れ
、
逆
に

表１　属性別相対的貧困率（2005年）：EU-SILC
貧困率 1998 2003 2004 2005
所得の中央値の 60％未満の人の割合
合計 12% 14% 12% 13%
公的所得移転前 22% 24% 23% 26%
女性 13% 14% 13% 13%
男性 11% 13% 11% 12%
旧西ドイツ地域 ( ベルリンを除く ) 11% 12% 11% 12%
旧東ドイツ地域 ( ベルリンを含む ) 17% 19% 16% 15%
年齢別
15 歳未満 14% 15% 11% 12%
16 ～ 24 歳 15% 19% 15% 15%
25 歳～ 49 歳 12% 14% 11% 12%
50 歳～ 64 歳 10% 12% 13% 14%
65 歳以上 13% 11% 14% 13%
就業状況別 (16 歳以上 )　
全被用者 6% 7% 5% 6%
失業者 33% 41% 40% 43%
年金生活者 12% 12% 13% 13%
扶養児童を伴う世帯
一人親世帯 35% 35% 25% 24% 
夫婦世帯 11% 12% 8% 9% 

資料出所： Tabell A.1 及び Q7, Lebenslagen in Deutschland- Der 3. Armuts-und Reichtumsgericht der 
Bundesregierung より作成。

表２　属性別相対的貧困率（2005年）：SOEP
貧困率 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
所得の中央値の 60％未満の人の割合
合計 12% 12% 13% 15% 16% 16% 17% 18%
公的所得移転前 21% 22% 22% 23% 23% 24% 24% 25%
女性 13% 14% 15% 17% 17% 18% 19% 21%
男性 10% 10% 12% 13% 14% 14% 15% 16%
旧西ドイツ地域（ベルリンを除く） 11% 11% 13% 14% 15% 15% 16% 17%
旧東ドイツ地域（ベルリンを含む） 15% 15% 16% 18% 19% 20% 22% 22%
年齢別
15 歳未満 16% 16% 18% 20% 22% 23% 25% 26%
16 ～ 24 歳 18% 16% 20% 23% 22% 24% 26% 28%
25 歳～ 49 歳 10% 10% 11% 13% 14% 15% 16% 17%
50 歳～ 64 歳 9% 10% 11% 11% 11% 12% 13% 14%
65 歳以上 11% 11% 12% 14% 12% 12% 11% 12%
就業状況別（16 歳以上）
全被用者 6% 6% 8% 9% 9% 10% 10% 12%
失業者 30% 31% 36% 40% 42% 44% 47% 53%
年金生活者 10% 12% 13% 14% 13% 13% 13% 13%
扶養児童を伴う世帯
一人親世帯 36% 35% 36% 37% 39% 36% 37% 36%
夫婦世帯 10% 10% 12% 13% 14% 16% 18% 19%

資料出所： Tabell A.1, Lebenslagen in Deutschland- Der 3. Armuts-und Reichtumsgericht der 
Bundesregierung より作成。
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社
会
政
策
の
限
界
に
関
す
る
記
述
が
新
た
に

盛
り
込
ま
れ
た
格
好
と
な
っ
た
。
グ
ロ
ー
ス

経
済
相
は
、「
原
案
に
比
べ
報
告
書
は
か
な
り

改
善
さ
れ
た
」
と
評
価
し
つ
つ
も
、「
二
〇
〇

五
年
数
値
に
基
づ
く
結
果
に
は
問
題
が
残
る
。

景
気
回
復
の
結
果
、
〇
五
年
二
月
〜
〇
八
年

五
月
ま
で
に
失
業
者
は
二
〇
〇
万
人
減
少
し

て
お
り
、
現
在
の
社
会
の
状
況
は
ま
っ
た
く

違
う
も
の
だ
。
国
民
に
誤
っ
た
印
象
が
蔓
延

し
て
い
る
」
な
ど
と
コ
メ
ン
ト
し
、
依
然
と

し
て
貧
困
の
実
態
に
関
し
て
は
批
判
的
だ
。

政
策
評
価
含
め
て
多
彩
な
見
解

メ
デ
ィ
ア
の
見
解
も
一
様
で
は
な
い
。
右

派
系
のD

ie W
elt

は
、「
ド
イ
ツ
国
民
は
不

公
正
な
格
差
の
是
正
を
望
ん
で
い
る
。
だ
が
、

相
対
的
に
勤
勉
で
達
成
度
が
高
い
者
の
所
得

が
高
い
こ
と
が
ま
さ
に
公
正
で
あ
り
、
必
要

な
こ
と
だ
。
こ
う
し
た
格
差
が
人
々
の
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
左
右
す
る
。
平
等
主
義
に
過

ぎ
る
政
策
は
、
勤
勉
な
者
に
ペ
ナ
ル
テ
ィ
を

科
し
、
貧
困
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
増
幅
す
る
。

大
切
な
こ
と
は
、
頑
張
れ
ば
希
望
が
持
て
る

か
ど
う
か
だ
」と
行
き
過
ぎ
た「
福
祉
国
家
」

に
警
鐘
を
鳴
ら
し
て
い
る
。

中
道
左
派
のS

üddeutsche Z
eitung

は
、

「
原
案
を
め
ぐ
る
連
立
内
閣
内
の
当
初
の
議

論
は
、
報
告
書
が
現
実
の
貧
困
状
況
を
示
し

た
も
の
か
否
か
に
焦
点
が
あ
た
っ
て
い
た
。

し
か
し
、
蓋
を
開
け
て
み
る
と
統
計
数
値
を

い
か
に
政
治
的
に
活
用
で
き
る
か
が
問
題
だ

っ
た
」
と
報
じ
、「
社
会
給
付
の
受
給
者
が
増

加
し
て
い
る
か
ど
う
か
、
福
祉
国
家
の
財
源
、

税
制
な
ど
本
来
必
要
と
さ
れ
る
議
論
が
据
え

置
か
れ
た
」
な
ど
と
コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
。

左
派
系
のD

ie T
ageszeitung

は
Ｓ
Ｏ

Ｅ
Ｐ
の
デ
ー
タ
と
の
乖
離
に
言
及
し
た
う
え

で
、「
格
差
の
実
態
を
把
握
す
る
に
は
当
然
な

が
ら
貧
困
の
定
義
が
問
題
と
な
る
が
、
今
回

の
修
正
を
み
る
と
権
力
に
左
右
さ
れ
る
と
も

言
え
そ
う
だ
。
政
府
が
い
か
に
デ
ー
タ
を
党

派
的
に
解
釈
す
る
か
を
象
徴
し
て
い
る
」
と

批
判
し
た
。

一
方
、
ド
イ
ツ
労
働
組
合
総
同
盟
（
Ｄ
Ｇ

Ｂ
）
は
、「
就
労
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず

貧
困
生
活
を
送
る
人
々
が
何
百
万
人
も
い
る

の
は
大
ス
キ
ャ
ン
ダ
ル
だ
」
と
コ
メ
ン
ト
。

そ
の
う
え
で
、
ド
イ
ツ
社
会
福
祉
連
盟
（
Ｓ

ｏ
Ｖ
Ｄ
）
と
と
も
に
ハ
ル
ツ
Ⅳ
給
付
の
引
き

上
げ
と
最
低
賃
金
の
導
入
を
訴
え
、
今
国
会

中
に
貧
困
対
策
緊
急
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
立
ち
上

げ
る
よ
う
連
邦
政
府
に
呼
び
掛
け
た
。
Ｓ
ｏ

Ｖ
Ｄ
は
、「
ア
ジ
ェ
ン
ダ
二
〇
一
〇
の
一
環
で

あ
る
社
会
給
付
の
大
幅
削
減
に
言
及
が
な
い

上
に
、
将
来
的
な
高
齢
層
の
貧
困
リ
ス
ク
も

無
視
し
て
い
る
。
年
金
生
活
者
の
貧
困
リ
ス

ク
は
一
三
％
に
ま
で
上
昇
し
て
い
る
」
な
ど

と
批
判
を
寄
せ
て
い
る
。
ま
た
、
社
会
福
祉

連
盟
（
Ｖ
ｄ
Ｋ
）
は
「
貧
困
対
策
の
全
体
構

想
」
を
要
請
。
会
長
の
ヴ
ァ
ル
タ
ー
・
ヒ
ル

リ
ン
ガ
ー
氏
は
、
所
得
と
寿
命
の
相
関
関
係

を
分
析
し
た
未
公
表
数
値
を
も
と
に
、「
上
位

所
得
層
の
男
性
が
下
位
所
得
層
に
比
し
て
寿

命
が
平
均
一
一
年
長
い
」
と
述
べ
、
貧
困
対

策
の
重
要
性
を
再
確
認
し
て
い
る
。

さ
ら
に
緑
の
党
は
、
Ｓ
Ｏ
Ｅ
Ｐ
と
の
デ
ー

タ
ソ
ー
ス
の
相
違
を
根
拠
に
あ
げ
、「
政
府
は
、

貧
困
対
策
の
失
敗
を
隠
蔽
し
よ
う
と
し
て
い

る
」
な
ど
と
非
難
。
左
翼
党
は
こ
れ
に
同
調

し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
・
カ
リ
タ
ス
連
盟
か
ら

も
批
判
の
声
が
上
が
っ
て
お
り
、
同
ペ
ー
タ

ー
・
ネ
ー
ヤ
会
長
は
「
客
観
的
な
分
析
が
政

治
的
評
価
と
混
在
し
て
い
る
」
と
し
て
、
独

立
し
た
有
識
者
会
議
が
報
告
書
を
作
成
す
る

よ
う
要
請
し
て
い
る
。

専
門
家
の
見
解
も
分
か
れ
て
い
る
。
ド
イ

ツ
経
済
研
究
所
（
Ｄ
Ｉ
Ｗ
）
貧
困
専
門
家
の

マ
ル
ク
ス
・
グ
ラ
プ
カ
氏
は
、
こ
こ
二
年
間

の
好
景
気
に
よ
り
貧
困
の
実
態
が
好
転
し
た

こ
と
を
容
認
し
つ
つ
、
貧
困
問
題
を
今
回
の

報
告
書
が
描
く
よ
り
ず
っ
と
深
刻
に
捉
え
て

い
る
。
同
氏
は
、
今
回
の
報
告
書
で
は
政
府

が
貧
困
ラ
イ
ン
を
大
幅
に
下
げ
た
た
め
、
貧

困
率
の
低
下
も
驚
く
に
値
し
な
い
と
指
摘
し

て
い
る
。
前
回
は
月
額
九
三
九
ユ
ー
ロ
未
満

の
単
身
者
を
貧
困
層
と
定
義
し
て
い
た
が
、

今
回
は
七
八
一
ユ
ー
ロ
に
過
ぎ
な
い
た
め
だ
。

他
方
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
経
済
研
究
所
（
Ｉ
ｆ
ｏ
）

会
長
・
ハ
ン
ツ
＝
ヴ
ェ
ル
ナ
ー
・
ジ
ン
氏
は
、

貧
困
問
題
を
誇
張
し
な
い
よ
う
警
鐘
を
鳴
ら

し
、
貧
困
・
富
裕
報
告
書
が
定
義
す
る
貧
困

率
と
は
貧
困
の
リ
ス
ク
に
晒
さ
れ
て
い
る
者

の
割
合
で
、
深
刻
な
貧
困
に
実
際
に
陥
っ
て

い
る
の
は
人
口
の
四
％
程
度
に
過
ぎ
な
い
と

推
計
し
て
い
る
。

一
連
の
議
論
は
、「
貧
困
と
格
差
」
へ
の
問

題
意
識
が
近
年
の
社
会
労
働
政
策
を
左
右
す

る
政
治
的
イ
シ
ュ
ー
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を

あ
ら
た
め
て
示
し
て
い
る
。

〔
注
〕

１ 

．
第
一
次
・
第
二
次
貧
困
・
富
裕
報
告
に
つ
い
て
は
、

齋
藤
純
子
（
二
〇
〇
八
）「
ド
イ
ツ
の
格
差
問
題
と
最
低

賃
金
制
度
の
再
構
築
」『
外
国
の
立
法
』
二
三
六
号
が
詳

し
く
取
り
上
げ
て
い
る
。

２ 

．
連
邦
内
閣
は
七
月
一
六
日
、
最
賃
関
連
二
法
案
（
労

働
者
送
り
出
し
法
及
び
最
低
労
働
条
件
法
）
を
閣
議
決

定
し
て
い
る
（
詳
細
に
つ
い
て
は
、次
号
で
紹
介
予
定
）。

３ 

．
二
〇
〇
三
年
に
発
表
さ
れ
た
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
「
ア

ジ
ェ
ン
ダ
二
〇
一
〇
」の
一
環
と
し
て
ハ
ル
ツ
Ⅳ
法（
失

業
扶
助
と
社
会
扶
助
の
整
理
統
合
）
が
二
〇
〇
五
年
一

月
よ
り
施
行
さ
れ
、
失
業
中
の
所
得
保
障
制
度
を
改
革

し
た
。
こ
の
改
革
に
よ
る
給
付
の
削
減
は
、
長
期
失
業

者
の
生
活
水
準
を
低
下
さ
せ
る
も
の
で
あ
っ
た
と
同
時

に
、
就
業
と
公
的
給
付
を
組
み
合
わ
せ
る
一
連
の
「
コ

ン
ビ
賃
金
」
の
仕
組
み
が
低
賃
金
部
門
の
拡
大
を
引
き

起
こ
し
て
い
る
可
能
性
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
今
回
の

報
告
の
数
値
は
ハ
ル
ツ
Ⅳ
法
の
影
響
が
反
映
さ
れ
る
も

の
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
た
。

〔
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